
   砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱  

平成 27 年９月３日  

砥部町告示第 141 号  

（目的）  

第１条 この告示は、砥部町介護基盤整備事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することに対し、必要な事項を定めて事業者が行う介護基盤整備

事業に要する経費に対し、町が予算の範囲内で補助金を交付することにより、

今後町内で必要となる介護施設、地域介護拠点等の整備や既存施設のユニッ

ト化改修等の整備の促進を図ることを目的とする。  

（補助対象経費）  

第２条 補助金の交付の対象となる経費は、砥部町介護基盤整備事業実施要綱

（平成 27 年砥部町告示第 140 号。以下「実施要綱」という。）に基づき実施

される事業に要する経費のうち、実施要綱別記の３「補助額の算定方法」に

基づき算出した額が、予算の範囲内となるよう調整した額とする。   

（補助金の交付申請）  

第３条 事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、介護基盤整備事業

費補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、別に定める期日ま

でに町長に提出しなければならない。  

２ 事業者は、前項の申請書を提出するに当たって、各事業実施主体において

当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消

費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方

税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、こ

れを減額して申請しなければならない。  

ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明

らかでないものについては、この限りでない。  

（補助金の交付決定）  

第４条 町長は、前条に規定する申請書を受理した場合には、その内容を審査

し、適当と認めたときは、必要な条件を付して、補助金の交付を決定し、介

護基盤整備事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により速やかに申請

者に通知するものとする。  

（交付の条件）  



第５条 前条の補助金の交付決定には、実施要綱第５条に定める条件を付する

ものとする。  

（補助金の変更承認申請）  

第６条 第４条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

について、事業内容（軽微な変更を除く）の変更をしようとするときは、あ

らかじめ介護基盤整備事業変更承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、

その承認を受けなければならない。  

（補助事業の中止及び廃止）  

第７条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あ

らかじめ介護基盤整備事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を町長に

提出し、その承認を受けなければならない。  

（補助事業の遅延）  

第８条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合には、速や

かに町長に報告して、その指示を受けなければならない。  

（状況報告）  

第９条 補助事業者は、事業の進捗状況について、別に定めるところにより町

長に報告しなければならない。  

（実績報告）  

第 10 条 補助事業者は、補助事業完了後１月以内、又は該当年度の３月末日の

いずれか早い日までに、介護基盤整備事業実績報告書（様式第５号）に関係

書類を添えて、町長に提出しなければならない。  

２ 第３条第２項ただし書により交付申請をした補助事業者は、前項の実績報

告書を提出するに当たって、第３条第２項ただし書に該当した各事業実施主

体において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった

場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。  

３ 第３条第２項ただし書により交付申請をした補助事業者は、第１項の実績

報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項

の規定により減額した場合には、その金額が減じた額を上回る部分の金額）

を介護基盤整備事業費補助金仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第６

号）により速やかに町長に報告するとともに、町長の返還命令を受けてこれ

を返還しなければならない。  



（補助金額の確定）  

第 11 条 町長は、前条に規定する実績報告書を受理した場合は、その内容を審

査し、必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、

その旨を補助事業者に介護基盤整備事業費補助金確定通知書（様式第７号）

により通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第 12 条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、介護

基盤整備事業費補助金精算払請求書（様式第８号）を、町長に提出しなけれ

ばならない。  

（補助金の交付）  

第 13 条 町長は、前条の規定による精算払請求書を受理した場合は、補助金を

交付するものとする。  

（補助金の概算払）  

第 14 条 町長は、前２条の規定にかかわらず、補助事業の実施上必要と認めた

ときは、補助金の一部又は全部を概算払することができる。  

２ 補助事業者は、概算払の交付を受けようとするときは、介護基盤整備事業

費補助金概算払請求書（様式第９号）に、関係書類を添えて、町長に提出し

なければならない。  

（目的外使用の禁止）  

第 15 条 補助事業者は、補助金を他の目的に使用してはならない。  

（指導監督）  

第 16 条 町長は、補助事業の実施に関して、必要に応じて検査し、指示を行い、

又は報告を求めることができる。  

（交付決定の取消し等）  

第 17 条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

補助金交付の決定を取り消し、又は変更することがある。この場合において、

既に補助金が交付されているときは、町長はその全部又は一部の返還を命ず

ることができる。  

⑴ 実施要綱及びこの告示の規定に違反したとき。  

⑵ この告示により町長に提出した書類に偽りの記載があったとき。  

⑶ 正当な理由なく補助事業が予定の期間内に終了しないとき。  

⑷ 補助事業の実施について、不正の行為があったとき。  

⑸ その他適正な補助事業の執行が見込めないと判断したとき。  



 （その他）  

第 18 条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、町長が

別に定める。  

附 則  

この告示は、公表の日から施行する。  

附 則（令和元年６月 27 日砥部町告示第 111 号）  

この告示は、公表の日から施行する。  

  附 則（令和３年７月 28 日砥部町告示第 156 号）  

この告示は、公表の日から施行する。  



様式第１号（第３条関係） 

 

年度 介護基盤整備事業費補助金交付申請書 

                                                 

年  月  日  

 

 砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名                

 

 介護基盤整備事業を下記のとおり実施したいので、砥部町介護基盤整備事業費補助金交

付要綱第３条第１項の規定により、補助金      円を交付されるよう関係書類を添

えて申請します。 

記 

１ 事 業 区 分   地域密着型サービス等整備等助成事業 

         （地域密着型特別養護老人ホーム等の整備） 

           （緊急ショートステイの整備） 

（施設内保育施設の整備) 

（介護施設等の合築等） 

（空き家を活用した整備） 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化

整備事業） 

           既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

          （既存施設のユニット化改修） 

          （特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

          （介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

          （介護施設等の看取り環境整備） 

          （共生サービス事業所の整備） 

介護職員の宿泊施設の整備事業 

２ 事業計画書     別紙⑴のとおり 

 

３ 申請額算出内訳書  別紙⑵のとおり 

 

４ 収支予算書     別紙⑶のとおり 

 

（注） 

１ 「事業区分」は、介護基盤整備事業のうち実施する事業を○で囲むこと。 

２ 第３条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請

する場合には、別紙「介護基盤整備事業費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額集

計表」を添付すること。 



別紙⑴（様式第１号関係） 

 
事 業 計 画 書 

 

１ 地域密着型サービス等整備等助成事業 

（地域密着型特別養護老人ホーム等の整備) 

（介護施設等の合築等) 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員  

⑸ 施設開設計画  

 ア 開設予定年月日 

 イ 施設整備の状況 

  ・工事着工（予定）年月日 

  ・完成（予定）年月日 

（添付資料）  位置図 等 

 

（緊急ショートステイの整備) 

（施設内保育施設の整備) 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

（空き家を活用した整備) 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員  

⑸ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

 



２ 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

（既存施設のユニット化改修） 

（特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

事業実施前 事業実施後 

人 人 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

（介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 転換部分の転換後の施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

事業実施前 事業実施後 

人 人 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

（介護施設等の看取り環境の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

（共生サービス事業所の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

 

 

 

 



３ 介護職員の宿泊施設整備事業 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 利用定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る計画   別紙⑴－１のとおり 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 

１ 介護基盤整備事業のうち実施する事業を○で囲むこと。また、実施しない事業に関す
る部分を省略することができる。 

２ 実施箇所が複数ある場合は、本様式には「（別紙のとおり）」と記載し、それぞれの項

目を記載した一覧表を添付すること。 



別紙⑴－1（様式第１号関係） 

 

地域密着型サービス等整備等助成事業 

（緊急ショートステイの整備） 

（施設内保育施設の整備) 

 (空き家を活用した整備) 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整

備事業） 

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

（既存施設のユニット化改修） 

(特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

（介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

（介護施設等の看取り環境整備） 

           （共生サービス事業所の整備） 

       介護職員の宿泊施設の整備事業 

 

施設整備に係る計画 

 

１ 施設の規模及び構造 

⑴ 敷地面積           ㎡ 

⑵ 敷地の所有関係（自己所有地・借地・買収（予定）地の別） 

⑶ 建物の面積   建築面積        ㎡  延面積        ㎡ 

⑷ 建物の構造    

⑸ 建物の所有関係（自己所有・賃貸の別） 

 

２ 整備費内訳 

⑴ 主体工事費                         円 

⑵ 工事事務費                         円 

⑶ 小 計                           円 

⑷ その他の工事費（補助対象外）                円 

⑸ 合 計                           円 

 

３ 財源内訳 

⑴ 町補助金                          円 

⑵ 設置者負担金                        円 

   （内訳）自己資金                      円 

       借入金                       円 

寄付金                       円 

⑶ その他                           円 

⑷ 合 計                           円 

 

 



４ 施工計画 

⑴ 直営・請負の別 

⑵ 契約（予定）年月日 

⑶ 着工（予定）年月日 

⑷ 竣工（予定）年月日 

⑸ 事業開始（予定）年月日 

 

５ その他参考事項 

⑴ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

⑵ 配置図及び各階平面図 

⑶ 工事費費目別内訳書 

⑷ 工事設計（見積）書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（注）介護基盤整備事業のうち実施する事業を○で囲むこと。 
 



別紙⑵（様式第１号関係） 

申 請 額 算 出 内 訳 書 

１ 地域密着型サービス等整備等助成事業 

 【事業区分】地域密着型特別養護老人ホーム等の整備 

施設の種別 施 設 名 
総 事 業 費 

対 象 経 費 の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

算 定 基 礎 額 
補助金所要額 

単 位 単 価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ 

  円 円 円 円 床又は箇所 円 円 円 

          

          

          

合  計         

（注）整備する地域密着型特別養護老人ホーム等について記入すること。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 

 【事業区分】緊急ショートステイの整備 

       施設内保育施設の整備 

              空き家を活用した整備 

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

施設の種別 施 設 名 
総 事 業 費 

対 象 経 費 の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

算 定 基 礎 額 
補助金所要額 

単 位 単 価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ 

  円 円 円 円 床又は箇所 円 円 円 

          

          

          

合  計         

（注）事業区分は、実施する事業を○で囲むこと。 

（注）施設の種別及び施設名欄は、緊急ショートステイ又は施設内保育施設を整備する施設の種別等を記入すること。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 



２ 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

 【事業区分】既存施設のユニット化改修 

特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修 

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 

介護施設等の看取り環境の整備 

共生サービス事業所の整備 

施設の種別 施 設 名 
総 事 業 費 

対 象 経 費 の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

算 定 基 礎 額 
補助金所要額 

単 位 単 価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ 

  円 円 円 円 床 円 円 円 

          

          

          

合  計         

（注）事業区分は、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業のうち実施する事業を○で囲むこと。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 

 

３ 介護職員の宿泊施設整備事業 
【事業区分】 介護職員の宿泊施設整備事業 

施設の種別 施設名 

総事業費 
対象経費の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 対象経費の

支出予定 

D 

基準額 

 

 

E 

補助率 

 

 

 

F 

補 助 金 

所 要 額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) H 

  円 円 円 円 床 円 1/3 円 

          

          

合  計         

 ※ 実施しない事業に関する部分を省略することができる。 



別紙⑶（様式第１号関係） 

 

収  支  予  算  書 

 

１ 収入の部 

区   分 予 算 額（円）  摘       要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計   

（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。  

 

 

２ 支出の部 

区   分 予 算 額（円）  摘       要 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

計   

（注）補助対象として支出予定の科目ごとに記載すること。 



様式第２号（第４条関係） 

 

年度 介護基盤整備事業費補助金交付決定通知書 

 

第  号  

年  月  日  

 

 住 所 

 事業主体名 

 代表者職氏名 

 

砥部町長            印 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり決定

したので、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により通知します。 

 

補 助 年 度         年度 

補助事業の名称  

補 助 対 象 金 額 円  

補助金交付決定額 円  

交 付 条 件 

 

 注 上記の交付決定に不服のある場合、この通知書受領の日から７日以内に文書で申請

の取下げをすること。 

 



様式第３号（第６条関係） 

 

 年度 介護基盤整備事業変更承認申請書 

 

                            年  月  日  

 

砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名               

 

 

    年  月  日付け      第    号で補助金交付決定の通知があった

標記事業を、下記のとおり変更したいので、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第

６条の規定により、関係書類を添えて、その承認を申請します。 

 

記 

 

１ 事 業 区 分 

２ 変更の内容 

３ 変更の理由 

４ 補助金交付変更額 

既交付決定額  金         円也 

変更承認申請額 金         円也 

差引増減額   金         円也 

５ 事業計画書     別紙⑴のとおり 

６ 申請額算出内訳書  別紙⑵のとおり 

７ 収支予算書     別紙⑶のとおり 

 

 

 

 

（注） 

１ 「事業区分」は、介護基盤整備事業のうち該当する事業を記入すること。 

２ ５～７は様式第１号に準ずるものとし、変更前、変更後が分かるように作成すること。 



様式第４号（第７条関係） 

 

 年度 介護基盤整備事業中止(廃止)承認申請書 

 

                             年  月  日  

 

砥部町長         様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名                

 

 

    年  月  日      第    号で、補助金交付決定の通知があった標

記事業を中止(廃止)したいので、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第７条の規定

により、その承認を申請します。 

 

 

１ 事業区分 

 

 ２ 事業中止(廃止)の理由 

 

 ３ 中止の期間(廃止の時期) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「事業区分」は、介護基盤整備事業のうち該当する事業を記入すること。 



様式第５号（第 10条関係） 

 

年度 介護基盤整備事業実績報告書 

 

                             年  月  日  

 砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名                

 

    年  月  日付け、      第    号で補助金交付決定の通知があっ

た標記事業にかかる事業実績について、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第 10条

第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

１ 事 業 区 分   地域密着型サービス等整備等助成事業 

         （地域密着型特別養護老人ホーム等の整備） 

           （緊急ショートステイの整備） 

（施設内保育施設の整備) 

（介護施設等の合築等） 

（空き家を活用した整備） 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化

整備事業） 

          既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

          （既存施設のユニット化改修） 

          （特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

          （介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

                    （介護施設等の看取り環境整備） 

          （共生サービス事業所の整備） 

          介護職員の宿泊施設の整備事業 

 

２ 事業実績報告書  別紙⑷のとおり 

３ 精算額算出内訳書 別紙⑸のとおり 

４ 収支決算書    別紙⑹のとおり 

 

（注） 

１ 「事業区分」は、介護基盤整備事業のうち該当する事業を○で囲むこと。 

２ 第 10条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して報告

する場合には、別紙「介護基盤整備事業費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額集

計表」を添付すること。 



別紙⑷（様式第５号関係） 

 
事 業 実 績 報 告 書 

 
 

１ 地域密着型サービス等整備等助成事業 

（地域密着型特別養護老人ホーム等の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員  

⑸ 施設開設計画  

 ア 開設予定年月日 

 イ 施設整備の状況 

  ・工事着工年月日 

  ・完成年月日 

 

（緊急ショートステイの整備） 

（施設内保育施設の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

（空き家を活用した整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員  

⑸ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

 



２ 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

（既存施設のユニット化改修） 

（特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

事業実施前 事業実施後 

人 人 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

（介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 転換部分の転換後の施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

事業実施前 事業実施後 

人 人 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

（介護施設等の看取り環境の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

 

（共生サービス事業所の整備） 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 入所（利用）定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 

 
 



３ 介護職員の宿泊施設整備事業 

⑴ 施設の名称及び所在地 

⑵ 施設の種別 

⑶ 設置主体及び経営主体名 

⑷ 利用定員 

⑸ 事業の目的及び効果 

⑹ 施設整備に係る実績   別紙⑷－１のとおり 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 
１ 介護基盤整備事業のうち実施する事業を○で囲むこと。また、実施しない事業に関す

る部分を省略することができる。 

２ 実施箇所が複数ある場合は、本様式には「（別紙のとおり）」と記載し、それぞれの項

目を記載した一覧表を添付すること。 



別紙⑷－１（様式第５号関係） 

 

地域密着型サービス等整備等助成事業 

（緊急ショートステイの整備） 

（施設内保育施設の整備) 

 (空き家を活用した整備) 

（介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整

備事業） 

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

（既存施設のユニット化改修） 

(特別養護老人ホーム(多床室)のプライバシー保護のための改修） 

（介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備） 

（介護施設等の看取り環境整備） 

          （共生サービス事業所の整備） 

       介護職員の宿泊施設の整備事業 

           

施設整備に係る実績 

 

１ 施設の規模及び構造 

⑴ 敷地面積           ㎡ 

⑵ 敷地の所有関係（自己所有地・借地の別） 

⑶ 建物の面積   建築面積        ㎡  延面積        ㎡ 

⑷ 建物の構造 

⑸ 建物の所有関係（自己所有・賃貸の別） 

 

２ 整備費内訳 

⑴ 主体工事費                         円 

⑵ 工事事務費                         円 

⑶ 小 計                           円 

⑷ その他の工事費（補助対象外）                円 

⑸ 合 計                           円 

 

３ 財源内訳 

⑴ 町補助金                          円 

⑵ 設置者負担金                        円 

   （内訳）自己資金                      円 

       借入金                       円 

寄付金                       円 

⑶ その他                           円 

⑷ 合 計                           円 

 



４ 施工実績 

⑴ 直営・請負の別 

⑵ 契約年月日 

⑶ 着工年月日 

⑷ 竣工年月日 

⑸ 事業開始年月日 

 

５ その他参考事項 

⑴ 工事完了を確認するに足りる検査済証等 

⑵ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

⑶ 配置図及び各階平面図 

⑷ 工事費費目別内訳書 

⑸ 出来高調書の写し 

⑹ 完成後の建物内外主要部分の写真 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（注）介護基盤整備事業のうち実施する事業を○で囲むこと。 



別紙⑸（様式第５号関係） 

精 算 額 算 出 内 訳 書 

１ 地域密着型サービス等整備等助成事業 

 【事業区分】地域密着型特別養護老人ホーム等の整備 

施設の種別 施設名 
総事業費 

対象経費の 

実支出（予定）

額 

寄 付 金 

その他の収

入 

差 引 額 

算 定 基 礎 額 
補 助 金 

所 要 額 

補 助 金 

交付決定額 

補 助 金 

受入済額 

差 引 過 

△不足額 単位 単価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ＝Ｉ-Ｊ 

  円 円 円 円 床又は箇所 円 円 円 円 円 円 

             

             

             

合  計            

（注）整備した地域密着型特別養護老人ホーム等について記入すること。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 
 【事業区分】緊急ショートステイの整備 

       施設内保育施設の整備 

              空き家を活用した整備 

              介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業 

施設の種別 施設名 
総事業費 

対象経費の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

算 定 基 礎 額 補 助 金 

所 要 額 

補 助 金 

交付決定額 

補 助 金 

受入済額 

差 引 過 

△不足額 単位 単価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ＝Ｉ-Ｊ 

  円 円 円 円 床又は箇所 円 円 円 円 円 円 

             

             

             

合  計            

（注）事業区分は、実施した事業を○で囲むこと。 

（注）施設の種別及び施設名欄は、緊急ショートステイ又は施設内保育施設を整備する施設の種別等を記入すること。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 



２ 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

 【事業区分】既存施設のユニット化改修 

特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修 

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 

介護施設等の看取り環境の整備 

共生サービス事業所の整備 

施設の種別 施設名 
総事業費 

対象経費の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

算 定 基 礎 額 補 助 金 

所 要 額 

補 助 金 

交付決定額 

補 助 金 

受入済額 

差 引 過 

△不足額 単位 単価 算定基準額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) Ｅ Ｆ Ｇ＝(Ｅ*Ｆ) Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ＝Ｉ-Ｊ 

  円 円 円 円 床 円 円 円 円 円 円 

             

             

             

合  計            

（注）事業区分は、既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業のうち実施する事業を○で囲むこと。 

（注）Ｈ欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＧ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。（千円未満切り捨て） 

 

３ 介護職員の宿泊施設整備事業 

【事業区分】 介護職員の宿泊施設整備事業 

施設の種別 施設名 

総事業費 
対象経費の 

実支出(予定)額 

寄 付 金 

その他の収入 
差 引 額 

対象経費

の支出予

定 

D 

基準額 

 

 

E 

補助率 

 

 

 

F 

補 助 金 

所 要 額 

補 助 金 

交付決定額 

補 助 金 

受入済額 

差 引 過 

△不足額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ａ-Ｃ) E×F Ｉ Ｊ Ｋ＝Ｉ-Ｊ 

  円 円 円 円 床 円 1/3 円 円 円 円 

             

             

合  計            

 

 ※ 実施しない事業に関する部分を省略することができる。 



別紙⑹（様式第５号関係） 

 

収  支  決  算  書 

 

  １ 収入の部 

区   分 決 算 額（円）  摘       要 

  

 

 

 

 

 

 

 

計   

（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。  

 

 

  ２ 支出の部 

区   分 決 算 額（円）  摘       要 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計   

（注）補助対象として支出した科目ごとに記載すること。 

  



様式第６号（第 10条関係） 

 

  年度 介護基盤整備事業費補助金 

仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

                              年  月  日  

 

 砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名               

 

 

     年  月  日付け      第   号で補助金交付決定の通知があった 

   年度介護基盤整備事業費補助金について、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要

綱第 10条第３項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金交付要綱第 11条の補助金の額の確定額 

  （   年  月  日付け  第   号による額の確定通知額） 

   金         円也 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

   金         円也 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

   金         円也 

 

４ 補助金返還相当額（３―２） 

   金         円也  

 

 

 

 

 

(注)事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 



様式第７号（第 11条関係） 

 

年度 介護基盤整備事業費補助金確定通知書 

 

第  号  

年  月  日  

 

 住 所 

 事業主体名 

 代表者職氏名 

 

砥部町長            印 

 

 

     年  月  日付けで実績報告のあった補助事業については、次のとおり補助

金の額を確定したので、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第 11条の規定により通

知します。 

 

補 助 年 度         年度 

決定年月日・番号 

当 初     年  月  日 ・    第  号 

変 更     年  月  日 ・    第  号 

補 助 事 業 の 名 称  

補 助 対 象 金 額（Ａ） 

（ 変 更 後 ） 
円  

補 助 金 交 付 決 定 額 

（ 変 更 後 ） 
円  

補 助 金 確 定 額（Ｂ） 円  

補 助 率（Ｂ）／（Ａ） ％  

（補助金交付決定額）－ 

（ 補 助 金 確 定 額 ） 
円  

 



様式第８号（第 12条関係） 

 

  年度 介護基盤整備事業費補助金精算払請求書 

 

                               年  月  日 

 

 砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名               ○印  

 

 

    年  月  日付け      第   号で交付確定の通知があった標記補助

金について、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第 12条の規定により、下記のとお

り請求します。 

 

記 

 

一金           円也 

 

内訳 交付確定通知額 金         円也 

         概算払受領済額 金         円也 

         今 回 請 求 額 金         円也 

 

 

 



様式第９号（第 14条関係） 

 

  年度 介護基盤整備事業費補助金概算払請求書 

 

                              年  月  日 

 

 砥部町長        様 

 

住所 

事業主体名 

代表者職氏名               ○印  

 

 

    年  月  日付け      第   号で交付決定の通知があった標記補助

金について、砥部町介護基盤整備事業費補助金交付要綱第 14条第２項の規定により、下

記のとおり請求します。 

 

記 

 

一金           円也 

 

内訳 交付決定通知額 金        円也 

         概算払受領済額 金        円也 

         今 回 請 求 額 金        円也 

         残    額 金        円也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 概算払が必要となる理由を記載した書面を添付すること。 



別紙（第３条、第 10条関係） 

 

介護基盤整備事業費補助金に係る 

仕入れに係る消費税等相当額集計表 

 

 

[単位 円] 

事業実施

主体名 

仕入れに係る消費税額と当

該金額に地方消費税率を乗

じて得た金額との合計 

（Ａ） 

補助率  

  

（Ｂ） 

仕入れに係る消

費税等相当額 

   （Ａ×Ｂ） 

備考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

 

 

(注) 

 １ 第３条第２項及び第 10条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相

当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を記載すること。 

 ２ 「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額との合計額」欄

は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法(昭和 63

年法律第 108 号)に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額

に地方税法(昭和 25年法律第 226号)に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合

計額を記載すること。 

 ３ 「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額

と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率

を乗じて得た金額を記載すること。 


